
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１４５０１

基盤研究(B)

2013～2010

ユーザー・イノベーションのグローバル・サーベイと政策に関する理論的・実証的研究

The theoretical and empirical studies of global surveys and national policy about Us
er Innovation.

８０２１４０２１研究者番号：

小川　進（OGAWA, Susumu）

神戸大学・経営学研究科・教授

研究期間：

２２３３０１３０

平成 年 月 日現在２６   ６   ３

円    10,600,000 、（間接経費） 円     3,180,000

研究成果の概要（和文）：　体系的な実証データが蓄積されていない「ユーザー・イノベーション」（ユーザーによる
イノベーション活動）に関する日本や米国における消費財での実態について、大規模サーベイや、海外の研究協力者に
よる国際サーベイ・データとの比較を通して、理論的・実証的に考察を行ってきた。
　さらには、国における実態を把握した上で必要となるだろう、ユーザー・イノベーションを普及・活用・促進する政
策について、国家として先端的に実施している「デンマーク」のフィールド調査を通して、政策が与える影響やその構
造に関する理論的考察を行ってきた。

研究成果の概要（英文）：So far, there is only little systematic and empirical research data about User Inn
ovation (Innovation that users created). This research attempted to explore the user innovation phenomenon
 in consumer products by conducting large-scale surveys in Japan and in the United States. Then, the resea
rchers collaborated with international academic partners in comparing the survey results with other countr
ies in both theoretical and empirical perspectives. 
 Moreover, the researchers also investigated user innovation in a national policy level. A field study was
 conducted in Denmark, which was the first country in the world that attempted to apply user innovation co
ncept in the policy. The researchers explored the application, the promotion, and the implementation of Da
nish user-driven innovation program and studied the structure of the program as well as its effect.

研究分野：

科研費の分科・細目：

社会科学

キーワード： ユーザー・イノベーション　イノベーション　サーベイ　政策　消費者イノベーター　消費者イノベー
ション　デンマーク

経営学・商学



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1)多くの製品分野でイノベーションがメー
カーだけでなくユーザーによっても行われて
いることが実証的に明らかになって 30 年以
上が経とうとしている（von Hippel 1988）。
そこでは、メーカーが気づく前に直面する問
題に対する強いニーズをもったユーザーが製
品を自ら開発したり、既存製品を改造するこ
とによってイノベーションを行っていること
が明らかにされてきた。近年はその製品分野
が業務用や工場使用の産業財分野だけでなく
消費財においても見られる（von Hippel 2005, 
Luthje 2003, Shah 2000）。 
こうした中、研究協力者の von Hippel を中

心に、産業財において、実際にどういう業界
や製品分野でどの程度の割合でユーザーがイ
ノベーションを行っているのかを数値化しよ
うという試みが始まっていた（De Jong & von 
Hippel 2009, Gault & von Hippel 2009）。 
こうした産業財だけでなく消費財において

も、国を分析単位としてユーザー・イノベー
ションの現実を数値化し、国際的な比較を行
うというグローバル・サーベイが世界的に進
行しつつある。これらの世界的な研究の潮流
が、本研究の背景となり、「日本」における
ユーザー・イノベーションの実態を解明しよ
うという研究課題となった。 
 
(2)さらに、単にこうした実態を把握するので
はなく、ユーザー・イノベーションの普及や
活用、促進のカギとなる、ユーザー・イノベ
ーションを促す政策や、その構造を解明しよ
うという研究課題も生まれた。具体的には、
2007 年に世界で初めて政府支援のユーザ
ー・イノベーション・プログラムを開始した
「デンマーク」の調査の必要性である。デン
マークでは、2009 年時点で、すでに 79 プロ
ジェクトに対して１億 9000 デンマーククロ
ーネの予算が割り当てられていた。 
 
２．研究の目的 
(1)本研究は、体系的な実証データが蓄積され
ていないユーザー・イノベーションに関する
日本の消費財における実態について、大規模
サーベイを通して把握すると共に、海外の研
究協力者による国際サーベイ・データとの比
較を通して、理論的・実証的に考察を行うこ
とを目的とする。 
 
(2) さらには実態を把握した上で必要となる
だろう、ユーザー・イノベーションを普及・
活用・促進する政策について、国家として先
端的に実施している「デンマーク」のフィー
ルド調査を通して、政策が与える影響やその
構造に関する理論的考察を行なうことも目的
とする。 

 
３．研究の方法 
本研究では、von Hippel や Pongtanalert

などの研究協力者を含む研究グループによる
研究成果をベースにしつつ、(1)先行研究調査、
(2)国際比較分析、(3)政策事例調査、(4)派生
研究、(5)成果報告という５段階の研究を実施
してきた。 
 

(1)先行研究調査では、国内外の関連文献の渉
猟を行うと共に、International Open and 
User Innovation Workshop 等の関連学会にお
いて、最新の研究内容や他国で実施されたサ
ーベイ調査につて、継続的に確認してきた。 
 
(2)国際比較分析では、研究協力者による英国
での消費者イノベーションサーベイ調査（von 
Hippel, De Jong and Flowers 2012）をもと
に、研究グループでの研究会を通じて調査設
計を行い、日本および米国の 18 歳以上の消費
者に対して、それぞれの人口動態に割り付け
たサンプリングを行い、サーベイ調査を実施
してきた。英国、日本、米国を対象にしたグ
ローバル・サーベイの分析をもとに、研究会
での考察を行うとともに、その結果を関連学
会で報告し（Ogawa 2010）、分析や考察を精
緻化してきた。 
 
(3)政策事例調査では、デンマークのユーザ
ー・イノベーション政策に関するフィールド
調査を実施した。2回にわたる長期のデンマ
ーク訪問を通して、39 人の政策立案者及び企
業に聞き取り調査を実施してきた。そのデー
タを通時的に分析し研究会での考察を行うと
ともに、その結果を関連学会で報告し（Ogawa 
and Pongtanalert 2010）、分析や考察を精緻
化してきた。 
 
(4)派生研究段階では、サーベイ調査や研究会
を通して発見した新しい課題について調査・
考察を行うとともに、結果を関連学会で報告
し（Horiguchi and Ogawa 2012,  Nishikawa 
and Ogawa 2010, 2011, Nishikawa2010, Ogawa 
and Pongtanalert 2012）、分析や考察を精緻
化してきた。 
 
(5)成果報告段階では、国内外の学会報告、学
術論文公刊、査読付き論文雑誌への論文掲載、
書籍としての公刊や、ビジネスセミナーでの
講演を通じて、本研究により生まれた派生研
究を含めた多くの研究成果を、広く報告をし
てきた（主な発表論文等参照）。 
 
４．研究成果 
本研究の主な成果である、グローバル・サ

ーベイにおける成果、デンマークの政策調査



による成果、そして派生して生まれた研究成
果について、順に説明していく。 
 

(1)ユーザー・イノベーションのグローバル・
サーベイについては、当初予定の日本だけで
なく、米国における大規模サーベイ調査を実
施することができた。研究協力者による英国
での消費者イノベーションサーベイ調査（von 
Hippel, De Jong and Flowers 2012）の成果
を利用し、グローバル・サーベイの比較調査
についての成果が生まれた（Ogawa and 
Pongtanalert 2011, 小川 2013, von Hippel, 
Ogawa and De Jong 2011 など）。 
 こうした今まで明らかとされていなかった
日本、米国における消費者イノベーションの
実態や、普及状況を明らかにできたことは、
研究や実務的な価値だけでなく、国の政策を
考える上での基礎資料となり社会的にも意義
があるといえるだろう。以下、その具体的な
成果として、４つを取りあげる。 
 
①日本、米国、英国において、多くの消費者
がイノベーションを実施していることが明ら
かになった（表１）。 
日本では、製品創造が 1.70%、製品改良が

2.50%、両方経験ありが 0.50%で、全体では
3.70%の消費者が製品イノベーションを実施
していた。同様に米国では、製品創造が 2.90%、
製品改良が 2.80%、両方経験ありが 0.50%で、
全体では 5.20%の消費者がイノベーターであ
った。英国では、製品創造が 2.00%、製品改
良が 4.80%、両方経験ありが 0.60%で、全体で
は 6.20%の消費者がイノベーターであった。 
ここから推計すると、日本で 390 万人、米

国で 1170 万人、英国で 290 万人、という消費
者イノベーターの存在が明らかとなった。 
 

 表１ 消費者イノベーターの割合 

 
日本 

(N=2000) 
米国 

(N=1992) 
英国 

(N=1773) 
製品創造 1.70 2.90 2.00 
製品改良 2.50 2.80 4.80 

両方 0.50 0.50 0.60 
全体 3.70 5.20 6.20 

 
②次に、消費者イノベーションが多様な分野
で生まれていることが明らかとなった（表 2）。
日本、米国では、住居関連が高く、英国では
工芸・工作道具が高いなど国によって、製品
分野に差が生じているものの、多様な分野で
消費者イノベーションが生まれていることが
分かった。とりわけ、日本では住居関連分野
が 46%も占め、日本の狭い住環境などの外部
要因が消費者イノベーションに影響を与えて
いる可能性も示唆される。 
同時に、これらの結果からメーカーが消費

者イノベーションに気づくことが困難である
ことも明らかとなった。先の消費者イノベー
ターの割合に、製品分野別の割合を乗じた数
が、当該分野における消費者イノベーターの

割合となり、特定の製品分野における消費者
イノベーターの所在を突き止めにくいことが
分かる。 
しかも、一般的にメーカーは自社の標的顧

客に絞ったマーケティング調査やグループイ
ンタビューを実施するので、消費者イノベー
ターが含まれる可能性は極めて低いというこ
とになる。つまり、伝統的な調査手法では、
メーカーが消費者イノベーションに気づくこ
とは困難であるといえるだろう。消費者イノ
ベーターをみつけるための、リード・ユーザ
ー法やクラウドソーシング法という手法が不
可欠であろう（Nishikawa, Schreier and 
Ogawa 2013, 小川 2013 など）。 
  

表 2 製品分野別の消費者イノベーションの割合 

製品分野 
日本 

(N=83) 
米国 

(N=114) 
英国 

(N=104) 
工芸・工作道具 8 12 23 
スポーツ・趣味 7 15 20 

住居関連 46 25 16 
造園関連 6 4 11 

子ども関連 6 6 10 
乗り物関連 10 7 8 
ペット関連 2 7 3 

医療 2 8 2 
その他 12 15 7 

 
③消費者イノベーションの投資金額が巨額で
あることが明らかとなった。サーベイ調査を
通して推計した消費者のイノベーション投資
額は、日本では 58 億ドル、米国では 202 億ド
ル、英国では 52 億ドルであった。そのインパ
クトを理解するために、各国の消費財メーカ
ーの推計研究開発投資額と比較してみると、
日本では 13%、米国では 33%、英国では 144%、
の割合を占めており、無視できないほど大き
な投資額であることが分かる。 
 

 表 3 消費者イノベーターとメーカーの投資額 
 日本 米国 英国 

消費者のイノベ
ーション投資 

58 億 
ドル 

202 億 
ドル 

52 億 
ドル 

消費財メーカー
研究開発投資 

434 億 
ドル 

620 億 
ドル 

36 億 
ドル 

消費者投資／
メーカー投資 

13% 33% 144% 

 
④消費者イノベーションの普及・活用が、上
手くいっていないことが明らかになった（表
4）。消費者イノベーションが、消費者イノベ
ーター以外の人や企業に普及した割合は、日
本で 5%、米国で 6%、英国で 17%と小さく、ほ
とんどの製品が、消費者イノベーターである
本人の範囲に留まっていたのだ。 
 しかし、消費者イノベーターが、普及・活
用を拒んでいるというわけではなかった。消
費者が、自らのイノベーションの知的財産権
を主張したのは、日本で 0%、米国で 9%、英国
で 2%とわずかであり、仲間や企業などの他者



への開示についても、日本で 11%、米国で 18%、
英国で 33%と、他者や企業が複製・商品化し
た割合に比べて、積極的に対応していたとい
えるからだ。 
 このように、消費者イノベーションという
眠れる資源の存在が明らかになったと同時に、
その活用が上手く進んでいないという社会的
な課題が浮き彫りとなった。 
 
表 4 消費者イノベーションの知的財産保護・市場化 
当該イノベーシ
ョンについて 

日本 
(N=83) 

米国 
(N=114) 

英国 
(N=104) 

知的財産権を
申請した割合 

0 9 2 

詳細を他者に
開示した割合 

11 18 33 

他者が複製・商
品化した割合 

5 6 17 

 
(2) 政策フィールド調査については、デンマ
ークのユーザー・イノベーション政策の実態
や、その構造について、深く理解することが
できた（Ogawa, Pongtanalert and Flowers 
2011）。 
 デンマークでは、政府によって、2007 年よ
りユーザー・イノベーションを普及・活用す
るプロジェクトへの資金支援などの政策が行
われていた。こうした政策の結果、デンマー
クでは、社会全体にユーザー・イノベーショ
ンという概念が普及されたり、企業がユーザ
ー・イノベーションを重視する姿勢に変化し
てきたりという効果が生まれてきていること
が明らかになった。 
だが一方、政策の範囲を多くの産業に広げ

すぎたために効果の希薄化を引き起こしたり、
研究開発の段階で行き止まってしまうプロジ
ェクトが多かったりするなど、実現段階での
課題も生まれていた。 
こうした先駆的な政策における効果や課題

を理解することは、消費者イノベーションを
活用しようとする政策立案者はもちろん、企
業の経営層に対しても、大きな示唆となりう
るだろう。 
さらに、研究協力者のモデル分析によると、

イノベーションが、メーカーによって市場普
及するルートに比べ、ユーザーが他のユーザ
ーとのやり取りにより普及するルートの方が
製品価格を下げ、社会的厚生を増加させると
いう考察もあり（Raasch and von Hippel 2012）、
ユーザー・イノベーションを普及・活用する
政策が、国の重要な政策となりうる価値は充
分にあるのだ。 
  

(3)派生研究として、多くの成果が生まれた
（主な発表論文等参照）。そのうち、代表的
な成果として、国際ジャーナルの公刊にまで
至った次の２点をとりあげる。 
 
①ユーザー・イノベーションの普及において、
コミュニティの存在が有効であることを明ら

かにした。日本の消費者への大規模サーベイ
を通して、コミュニティに属するイノベータ
ーである「コミュニティ・イノベーター」が、
コミュニティに属さない「個人イノベーター」
に比べて、イノベーションの普及過程におい
て、貢献していることを実証的に明らかにし
た（Ogawa and Pongtanalert,2013）。 
 
②コミュニティを活用したユーザー・イノベ
ーションの成果を実証した。無印良品の実際
のデータを分析し、ユーザー・イノベーショ
ンを活用した手法の方が、内部の開発者によ
る伝統的な製品開発手法に比べて、製品の独
自性や販売成果が高いことを明らかとした
（Nishikawa, Schreier and Ogawa 2013）。 
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